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第１節 介護予防・重度化防止の推進と社会参加の促進 

 

１ 保健事業と介護予防の一体的な取組による重度化防止 

（１）一般介護予防事業 

①介護予防把握事業 

何らかの介護予防の支援を必要とする者を把握するため、心身の状況を判定する生活機能

調査や高齢者の「通いの場」、健診現場との連携により収集した情報を活用し、介護予防把握

事業を実施します。その中で生活機能が低下した該当者を介護予防事業へつなげます。 

 

■介護予防把握事業 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

生活機能調査実施者数（人) 1,189 1,178 1,246 1,350 1,434 1,496 

 生活機能低下の該当者数（人） 382 344 330 351 373 389 

※実施方法 

75～84歳の検診未申込者に実施 

 

➁フレイル予防事業 

    保健事業と介護予防の一体的な取組として、高齢者の「通いの場」に保健師や看護師な

どが出向き、健康教育とフレイル状態の早期発見のための自己チェックなどを行います。 

  その３か月後に介護予防相談会を開催し、意識や行動の変化を評価します。 

 

■フレイル予防事業 ※令和 5 年 4 月から事業開始 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

健康教育 
会場数（か所） － － 5 3 3 3 

参加人数（人） － － 61 45 45 45 

介護予防相談会 
会場数（か所） － － 5 3 3 3 

参加人数（人） － － 55 45 45 45 
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③介護予防相談会  

高齢者の「通いの場」において筋肉スコア・握力測定を行いながら、その結果をもとに健康

相談や運動指導などを行います。 

 

■介護予防相談会                           ※令和 5 年度からフレイル予防事業分を除く 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

開催回数（回） 36 40 37 42 47 47 

参加人数（人） 328 360 335 360 360 360 

 

 

④介護予防普及啓発事業 

高齢者の「通いの場」において、運動や食事、口腔などのフレイル状態を予防するための講

座を実施し、介護予防に関する知識の普及啓発を図ります。 

 

■介護予防普及啓発事業 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

総実施回数（回） 128  129  134 149 149 151 

総参加人数（人） 1,695  1,915  2,074 2,173 2,173 2,196 

 
口腔ケア教室 

（回） 19  16  19 20 20 20 

 （人） 240  239  281 280 280 280 

 
栄養改善教室 

（回） 19  22  19 20 20 20 

 （人） 215  318  294 300 300 300 

 介護予防体操実践講
座 

（回） 53  58  64 65 65 65 

 （人） 755  824  1,006 975 975 975 

 
転倒予防講座 

（回） 7  11  18 19 19 19 

 （人） 165  248  313 323 323 323 

 生き生き長寿講座 
ACP※含む 

（回） - - - 10 10 11 

 （人） - - - 100 100 110 

 
認知症予防講座 

（回） 30  22  14 15 15 16 

 （人） 320  286  180 195 195 208 

     ※ACP：人生の最終段階の医療・ケアについて、本人が家族などや医療・ケアチームと事前に繰り返し話し合うプロ

セスで「人生会議」と呼びます。 

 

 

 

 



 

55 

⑤一般介護予防事業評価事業 

それぞれの事業を効果的かつ効率的に実施するための体制やプロセス、達成状況などを検

証しながら、一般介護予防事業の評価を実施します。 

要支援・要介護認定率が高くなる分岐年齢付近に焦点を当てて、75～84 歳の要支援の認

定率の上昇を抑えることを目標とします。また、第 1 号被保険者（65 歳以上）で新規に要介

護認定を受けた人の平均年齢が上がることを、介護予防や生活支援資源の普及などの成果と

して評価していきます。 

高齢者の社会参加の状況や高齢者の主観的な健康感、幸福感が高まるよう、事業展開の支

援をします。 

※社会参加：ボランティア、スポーツ関係、趣味、学習、通いの場、老人クラブ、町内会、収入のある仕事 

 

（２）生きがい対応型デイサービス事業（デイホーム） 

おおむね 65歳以上の高齢者の介護予防や生きがいづくりのため、週３回以上、地域の実情

に応じたデイホームを開催します。地域の推進協議会など 10団体に委託し、市内全地区の会

場で実施します。地域の中で活動できる組織づくり、社会参加を促すための指導者やボランテ

ィアの育成を図り、身近な集会所で実施できるよう高齢者の「通いの場」として充実を図りま

す。 

 

■評価指標  

年度 
指標 

実績値（令和５は見込値） 目標値 
データ出典 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

75～84 歳の要支援（要支援 1・2）
の認定率  各年９月末 

2.5% 2.5% 2.9% 2.9% 2.9% 2.9% 
小千谷市 
福祉課 

新規要支援・要介護認定者の平均
年齢（第１号被保険者） 

83.3歳 83.1歳 83.2歳 83.3歳 83.4歳 83.5歳 
小千谷市 
福祉課 

 
■評価指標 

 

年 
指標 

実績値 目標値 
データ出典 

令和２ 令和５ 令和８ 

週１回以上の社会参加※のある高
齢者の割合 

39.0% 39.6% 40.0% 
介護予防・日常生活圏

域ニーズ調査 

健康感（とてもよい、まあよい）回
答者の割合 

81.0% 81.1% 81.5% 
介護予防・日常生活圏

域ニーズ調査 

幸福感（10 点中 8 点以上）回答者
の割合 

51.1% 48.9% 52.0% 
介護予防・日常生活圏

域ニーズ調査 

■生きがい対応型デイサービス事業（デイホーム）  

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

会場数（か所） 27 28 26 26 27 27 

登録者数（人） 830 798 799 800 810 820 

利用延人数（人） 17,318 17,919 18,457 18,600 18,800 19,000 
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２ 専門職の関与による効果的な活動展開 

（１）地域介護予防活動支援事業 

介護予防に関するボランティアなどの人材育成や地域活動組織の育成・支援を行います。 

デイホームの従事者やいきいきサロンボランティアなどを対象に、高齢者の「通いの場」に

おいて介護予防に資する運営が継続できるよう研修会などを行いながら支援します。 

また、認知症の人を支える傾聴ボランティアの養成のための認知症高齢者見守り隊講座を

実施します。 

 

■地域介護予防活動支援事業  

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

従事者育成活動 
（回） 1 3 1 1 1 1 

（人） 14 43 20 20 20 20 

認知症高齢者見守り隊
講座（傾聴ボランティア
の養成） 

（回） 2 3 3 3 3 3 

（人） 40 23 22 25 25 25 

 

（２）地域リハビリテーション活動支援事業 

地域における介護予防の取組を強化するために、通所や訪問サービス、地域ケア会議、サービ

ス担当者会議、住民主体の通いの場へ、リハビリテーションに関する専門職の関与を促進します。 

デイホームにて作業療法士や理学療法士による技術的助言を行うことで、参加者の状態に

合わせ、効果的な活動が継続して行えるよう支援します。 

 

■地域リハビリテーション活動支援事業  「※」：新型コロナウイルス感染症影響有 

年度 

区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

活き活き生活実践講座（回） ※中止 ※中止 9 10 10 10 

転倒予防実践講座（回） ※中止 ※中止 3 10 10 10 

 

（３）介護予防のための地域ケア個別会議 

本人の自立支援に資するケアマネジメントの視点や、サービスなどの提供に関する知識、技

術の習得とともに、地域に不足する資源など地域課題の発見や解決策につなげるため、リハビ

リテーションに関する専門職を助言者とした事例検討の会議を開催します。 

 

■介護予防のための地域ケア個別会議  

年度 

区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

実施回数（回） 6 6 6 6 6 6 

参加者数（人） 203 177 180 185 190 190 
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３ 多様なサービスによる介護予防・日常生活支援総合事業の充実 

（１）介護予防・生活支援サービス事業 

要支援認定者及び基本チェックリスト該当者（事業対象者）の生活支援のニーズに対応する

ため、介護予防訪問介護などのサービスに加え、住民主体による支援なども含め、多様なサー

ビスを展開します。 

なお、令和 3 年 4 月から、要介護認定による介護給付サービスを受ける前から住民主体の

サービスを利用していた場合、継続的に利用することが可能となっています。 

 

①訪問型サービス 

介護予防訪問介護に相当する現行相当サービスと、基準を緩和した身体介護を含まない家

事援助のみのサービスA など、多様なサービスを提供します。 

うつ傾向や閉じこもりなどにより、健康管理の維持・改善が必要な方を対象に、看護師など

の専門職が訪問して必要な生活指導などを行います。 

 

■事業内容 

区分 事業内容 実施主体 

現行相当サービス 訪問介護員による身体介護、生活援助 介護サービス事業所 

サービス A 

（緩和した基準によるサービス） 

生活援助（調理・買い物・掃除など） 介護サービス事業所 

生活援助（洗濯・掃除・買い物に限定） シルバー人材センター 

サービス C 

（短期集中予防サービス） 

看護師などの専門職による健康管理維

持のための定期訪問指導 
小千谷市 

 

■実績と計画 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

現行相当サービス 延件数（件） 407 386 310 320 330 340 

サービス A【事業所】 延件数（件） 182 162 145 150 155 160 

サービス A【シルバー】 延件数（件） 0 0 16 20 24 24 

サービス C 
【看護師などの専門職】 

実人数（人） 3 4 3 4 4 4 

延人数（人） 24 31 24 32 32 32 
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②通所型サービス 

介護予防通所介護に相当する現行相当サービス、基準を緩和したサービスとして入浴を含

まないサービス A、デイホームを利用して交流や運動の機会を提供する住民主体のサービス

B を提供します。 

また、理学療法士の指導と介護予防機器を使用した体しゃっきり教室や、プールを活用した

アクアチャレンジ教室、口腔機能向上のための歯つらつ教室により、多様な短期集中型のサー

ビス Cを提供し、セルフケアの定着と生活機能の維持向上に向けた支援を行います。 

 

■事業内容 

区分 事業内容 事業主体 

現行相当サービス 介護予防通所介護相当 介護サービス事業所 

サービス A 

（緩和した基準によるサービス） 

入浴を除く、外出や交流を主とした介

護予防通所介護 
介護サービス事業所 

サービス B 

（住民主体による支援） 

デイホームを会場に週１回以上体操や

交流などの活動 

地域運営推進協議会 

社会福祉協議会 など 

サービス C 

（短期集中予防サービス） 

体しゃっきり教室 医療機関 

アクアチャレンジ教室 民間事業所 

歯つらつ教室（教室方式・個別方式） 小千谷市・市内歯科医院 

 

■実績と計画   「※」：新型コロナウイルス感染症影響有 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

現行相当サービス 延件数（件） 870 862 1,170 1,190 1,210 1,220 

サービス A 延件数（件） 196 107 130 135 140 145 

サービス B 延件数（件） 328 366 422 460 490 520 

サービス C 
【体しゃっきり教室】 
（6 コース延 66 回） 

実人数（人） 32 26 32 35 38 41 

延人数（人） 241 240 255 308 352 396 

サービス C 
【アクアチャレンジ教室】 
（2 コース延 22 回） 

実人数（人） ※中止 7 7 8 9 10 

延人数（人） ※中止 60 56 70 79 88 

サービス C【歯つらつ教室】 
（教室方式・3 コース延 9 回） 

実人数（人） 6 7 18 20 20 20 

延人数（人） 13 17 47 48 48 48 

サービス C【歯つらつ教室】 
（個別方式） 

実人数（人） 2 0 2 5 5 5 

延人数（人） 6 0 6 15 15 15 

 

③その他の生活支援サービス 

社会福祉協議会などの配食サービス事業や、福祉会による友愛訪問事業などの継続を推進

します。今後必要なサービスについては、生活支援体制整備事業の中で地域支え合いでの取組

を推進します。 
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④介護予防ケアマネジメント 

要支援認定者や事業対象者に対して、心身の健康状態や生活機能、住宅環境、家族関係、本

人の意欲などに応じて、本人が自立した生活をおくることができるよう、ケアプランを作成

し、本人の望む暮らしにむけた支援を行います。 

「介護予防のための地域ケア個別会議」などと連動し、多角的な視点から自立支援に向けた

ケアマネジメントを行います。 

 

■ケアプランの作成  

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

地域包括支援センター分（件） 801 861 900 920 950 960 

市直営実施分（件） 51 49 57 67 71 75 

 

４ 高齢者の社会参加の促進 

（１）老人クラブ活動への支援 

生きがいづくり、仲間づくり、健康づくりなどの活動を通じ、高齢者が自らの知識や経験を

活かし、地域貢献など多様な社会参加活動ができるよう研修や介護予防講座への講師派遣を

行い、老人クラブ活動への支援をします。 

 

■老人クラブ数及び会員数 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

老人クラブ数（クラブ） 71  69 65 65 65 65 

老人クラブ会員数（人） 3,394  3,237 3,042 3,040 3,020 3,000 

 

（２）敬老会への支援 

高齢者をいたわり合う地域社会づくりを支援するため、町内会などが開催する敬老会に対

し補助金を交付します。 

*対象年齢満 75 歳以上、当該年度に満 75歳になる者を含む 

 

■敬老会実施団体数及び対象者数【満 75 歳以上】 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

実施団体数（団体） 65  66 66 66 65 65 

対象者数（人） 6,448  6,795 6,994 7,200 7,400 7550 
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（３）長寿者に対する祝い 

長年、地域社会に貢献してきた方の労をねぎらい、さらなる長寿への励みにしてもらうた

め、米寿（88 歳）及び百寿（100 歳）の方に対し、祝い品などを贈呈します。 

 

■長寿者に対する祝い 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

百寿祝該当者（人） 22  27 18 20 39 39 

米寿祝該当者（人） 268  255 317 252 323 253 

 

（４）老人憩の家運営事業 

高齢者の健康保持や教養の向上、レクリエーション、サークル活動などを自主的に行い、高

齢者福祉を増進する場として施設の運営をします。なお、老朽化に伴い、（仮称）防災センタ

ーへ機能の移転を予定しています。 

 

■老人憩の家利用者数【白寿荘】  

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

60 歳以上（人） 2,741  3,071 2,800 2,780 2,775 2,755 

60 歳未満（人） 348  513 600 600 590 580 

 

（５）シルバー人材センターへの支援 

高齢者の経験や技能に応じた仕事により、社会参加と就労の確保を促進するため、シルバー

人材センターへの支援をします。 

総合事業における訪問型サービス A 事業を委託し、高齢者支援の担い手となり活躍する場

を継続して支援します。 

 

■シルバー人材センター 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

会員数（人） 378 382 385 388 391 394 

受注件数（件） 2,175 2,302 2,307 2,312 2,317 2,322 

就業延人数・請負分（人） 25,163 26,264 26,214 26,164 26,114 26,064 
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（６）難聴者補聴器購入費助成事業 

聴力低下者のコミュニケーション能力の向上を図るため、補聴器の購入に要する費用の一

部を助成します。聞こえがよくなることは社会交流の維持につながり、認知症やうつ病の発症

リスクの低減につながります。  

                              

■助成人数                                            ※令和４年４月から事業開始 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

計（人） - 70 72 70 70 70 

 生活保護世帯・市民税非課税世帯 - 20 17 17 17 17 

 課税世帯 - 50 55 53 53 53 

 

（７）生涯学習の推進 

高齢者の幅広い学習活動を支援するため、他団体の健康づくり事業などと連携を図りなが

ら、市内７地区において高齢者学級を開催します。また、自主活動グループや公民館活動の充

実を図ります。 

 

■高齢者学級 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

参加者延人数（人） 2,230  2,302 2,881 2,900 3,000 3,100 

 

（８）体操教室 

年間を通して定期的に運動する機会の提供として、「若返り健康教室」、「いきいき健康教室」

をそれぞれ２会場、「いきいき健康クラブ」１会場を合わせて５会場で開催します。 

また、集まりやすい地域の集会所を会場とした小単位での体操の「教室」を、町内が自主的

に総合型地域スポーツクラブなどと連携しながら、８会場で行っています。 

フレイル予防の観点から、リハビリテーションに関する専門職が関与した運動メニューを

取り入れた効果的な活動を支援します。 

 

■体操教室   

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

若返り健康教室 
参加者延人数（人） 

3,502 4,079 4,300 4,500 4,500 4,500 

いきいき健康教室 
参加者延人数（人） 

1,199 1,088 1,150 1,200 1,200 1,200 

いきいき健康クラブ 
参加者延人数（人） 

1,434 1,584 2,000 2,100 2,100 2,100 
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（９）ボランティアグループ 

社会福祉協議会が行う研修や講座など、ボランティア育成のための取組を支援します。ま

た、長年にわたり培われた経験や能力を社会に還元するシニアボランティアの活動を支援し、

高齢者が地域の中で役割と責任を実感できる活動を推進します。 

 

■ボランティアグループ 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

ボランティア数（団体） 41  44 44 44 45 45 

 技術ボランティア 14  14 14 14 15 15 

 地域ボランティア 17  20 20 20 20 20 

 施設ボランティア 10  10 10 10 10 10 

会員数（人） 577  604 612 615 625 625 

 技術ボランティア 157  155 158 160 170 170 

 地域ボランティア 295  337 341 340 340 340 

 施設ボランティア 125  112 113 115 115 115 
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第２節 共生と予防を両輪とした認知症支援の推進 

 

１ 地域、企業、学校など幅広い地域社会への理解促進 

（１）認知症サポーター養成講座 

認知症に関する知識や対応方法を理解することで、認知症の人やその家族を温かく見守り、

支援するための応援者を増やすための講座を開催します。これまでは、地域住民と学校教育の

場において講座を開催していましたが、今後は高齢者の生活に密着している金融機関や商業

施設などの企業においても、認知症に関する理解の促進を図るよう講座の開催の場を拡大し

ます。 

 

■認知症サポーター養成講座  

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

開催回数（回） 3  4 16 10 10 10 

受講人数（人） 225  75 507 300 300 300 

認知症サポーター数（人） 2,887 2,962 3,469 3,769 4,069 4,369 

  

 

 

（２）認知症予防と介護の市民講座 

認知症の人及びその家族などが地域において安心して暮らせるように、認知症の正しい知

識及び認知症の人に関する正しい理解を深めてもらうための市民講座を開催します。 

認知症になっても希望を持ち、尊厳を保持しつつ、社会の対等な構成員として暮らすことが

できる「共生社会」の実現に向けて啓発していきます。 

 

■認知症予防と介護の市民講座  「※」：新型コロナウイルス感染症影響有 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

開催回数（回） ※中止 1 1 1 1 1 

参加人数（人） ※中止 136 107 150 150 150 

 

（３）徘徊模擬訓練事業 

モデル地域を選定し、関係機関と連携しながら、地域の特性に応じた徘徊模擬訓練を実施し

ます。 

訓練を通じて、適切な声のかけ方や見守り方を知ることで認知症への理解を深め、地域での

見守り体制の構築に役立てます。 
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■徘徊模擬訓練事業 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

実施回数（回） 1  1 1 1 1 1 

参加者数（人） 74  54 63 50 50 50 

 

（４）普及啓発事業 

認知症に関する相談窓口となる地域包括支援センターや認知症疾患医療センターなどを広

く周知します。 

また、毎年９月の認知症の日などの機会を捉え、関係機関・団体などと協力して認知症に関

する情報発信やオレンジライトアップなどの取組を行うことで、認知症への理解と関心を促

進します。 

 

年 
区分 

実績値 目標値 
データ出典 

令和２ 令和５ 令和８ 

地域包括支援センターの認知度 25.3% 27.7% 28.0% 介護予防・日常生活

圏域ニーズ調査 認知症の相談窓口の認知度 32.6% 30.8% 33.0% 

 

２ 認知症予防につながる活動の推進  

（１）高齢者の「通いの場」などの充実 

運動や生活習慣病の予防、社会参加などが、認知症予防に効果があることから、高齢者の

「通いの場」や健康教室などが身近なところで開催でき、認知症予防につながる活動ができ

るよう運営を支援します。 

また、認知症予防の講座の開催や社会参加・交流などが継続的に行えるよう活動内容を充

実します。 

 

（２）地域リハビリテーション活動支援事業の活用 

高齢者の「通いの場」の利用者や従事者などに対し、リハビリテーションに関する専門職

が技術的な助言を行いながら、認知症予防につながる活動が効果的に行えるよう支援します。  
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３ 認知症の状態に応じた適切な医療・介護・生活支援などの連携体制の推進 

（１）認知症ケアパス（オレンジガイド）の作成と活用 

認知症の症状が発生した場合に、いつ、どこで、どのような医療や介護サービスを受ければ

よいか理解するための認知症ケアパス（オレンジガイド）支援ガイド（ケアパス）を作成し、

関係機関とともに普及啓発と連携のためのツールとして活用します。 

 

■認知症ケアパス（オレンジガイド）の作成と活用 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

発行部数（部） 2,200 2,300 2,400 2,400 2,400 2,400 

 

（２）認知症地域支援推進員との協働 

地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を配置し、認知症疾患医療センターや若年

性認知症コーディネーターとの連携を強化します。また、かかりつけ医やボランティアなど

地域の連携づくりや認知症ケアパス（オレンジガイド）の作成・活用促進、認知症の人やそ

の家族を支援する相談業務などを行います。 

 

（３）もの忘れ心配相談室 

認知症を早期に発見し、医療や介護サービス、社会参加など適切な支援につなげるために認

知症地域支援推進員による定期的な相談会を開催します。 

 

■もの忘れ心配相談室 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

開催回数（回） 14 11 10 12 12 12 

相談人数（人） 18 14 10 12 12 12 

※月１回開催しているが、実績は利用のあった回数を計上 

 

（４）認知症初期集中支援事業 

認知症初期集中支援チームが認知症やその疑いのある方、その家族に対し支援を行うとと

もに、適切な医療・介護サービスに速やかにつながるよう認知症サポート医などと連携を進め

ます。 

 

■認知症初期集中支援チーム活動 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

支援者数（人） 2  1 3 3 3 3 

医療または介護サービスにつ
ながった者（人） 

2 1 3 3 3 3 
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（５）認知症カフェ事業 

認知症の人やその家族、地域住民、専門職の交流の場を提供し、情報提供や仲間づくり、気

軽に相談できる機会と地域への理解促進を図ります。市内４か所において開催しています。 

 

■認知症カフェ事業   

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

開催回数（回） 10  22 40 44 44 44 

参加者数（人） 96  149 290 330 360 390 

 

（６）認知症対策推進検討会議（徘徊 SOSネットワーク会議） 

認知症専門医師、介護保険事業所、患者家族、民生委員・児童委員、傾聴ボランティア、関

係行政機関などで組織しています。地域の実態を共有するとともに、認知症の人とその家族の

思いを聴いて、地域課題と対策の検討及び連携強化、地域の見守り体制の構築のための検討会

議を年２回開催し、地域ケア体制を充実します。 

 

（７）成年後見制度利用支援事業 

認知症などにより判断能力が十分でなく、かつ成年後見制度の利用が有効と認められるも

のの、親族による申立てができない方に対して、市長による申立ての支援を行います。成年後

見制度利用支援ネットワーク連絡会議を通して、関係機関と連携し、申立て手続きの支援を行

います。 

また、経済的な理由により制度の利用が困難な方に対し、申立て費用や後見人などの報酬を

助成します。 

 

■成年後見制度利用支援事業 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

市長による申立て（件） 2 1 2 3 3 3 

申立て費用の助成（件） 0 0 0 1 1 1 

後見人など報酬の助成（件） 2 2 3 4 4 4 
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４ 本人・家族のニーズと支援をつなぐ仕組みづくり 

（１）認知症高齢者見守り隊講座 

認知症サポーター養成講座にステップアップのための傾聴や認知症の人との交流の内容を

加えた「認知症高齢者見守り隊講座」を開催し、傾聴ボランティア（認知症高齢者見守り隊＜

笑和会＞）として活動する人を養成します。 

 

■認知症高齢者見守り隊講座   

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

講座開催回数（回） 2  3 3 3 3 3 

講座実受講者数（人） 40  23 22 25 25 25 

講座延受講者数（人） 56  40 43 50 50 50 

 

（２）認知症高齢者見守り隊（笑和会
しょうわかい

）活動 

笑和会は、認知症高齢者見守り隊講座を受講した人の中から、認知症の人やその家族の話を

丁寧に聴く傾聴ボランティアとして活動する団体です。自宅に訪問し、話を聴くことで本人の

精神的な安定と家族の負担の軽減を図ります。認知症の人やその家族の支援ニーズに合わせ

て活動する「チームオレンジ※5」の役割を担っています。主体的にボランティア活動ができる

よう笑和会の育成や会の運営を支援します。 

 

■認知症高齢者見守り隊（笑和会）活動   

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

笑和会全体研修（回） 2  2 2 2 2 2  

笑和会登録者数（人） 32  34 29 30 32 34  

傾聴ボランティア活動回数（回） 115 79 75 80 85 90 

※笑和会登録者数は年度当初人数 

 

 

 

  

※5 チームオレンジ：認知症サポーターがステップアップのための研修を受講し、認知症の人やその家族のニーズを把握

しながら、それを踏まえた具体的支援を行うチームです。 
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（3）認知症見守り事業 

認知症などにより、行方不明になった人を早期に発見・保護できるように事前に本人の特徴

や緊急連絡先の情報を登録し、小千谷警察署及び地域包括支援センターと共有することで保

護した際に身元確認と家族への連絡が迅速にとれる体制を整えています。希望者には登録ナ

ンバー入りの反射ステッカーを交付します。 

  

■認知症見守り事業                                     ※令和 3 年 7 月から事業開始 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

年度末登録者数（人） 14 22 28 32 36 40 

年度末ステッカー交付者数（人） 14 22 28 32 36 40 
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第３節 安心を支える在宅生活の支援 

 

１ 在宅生活を支えるサービスと介護者への支援 

（１）除雪援助事業 

労力的・経済的に自力での除雪が困難な高齢者世帯などに対し、冬期間の生活の安全確保及

び自立した生活の支援を行うため、屋根の雪下ろしとそれに伴う避難口確保の玄関前除雪に

かかる除雪費用の一部を助成します。 

 

■除雪援助事業 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

利用世帯数（世帯） 352 387 380 390 400 405 

 

（２）通院等支援サービス事業 

要介護 1 から 5 の認定を受け、一般の交通機関を利用しての外出が困難な市民税非課税の

方に対し、医療機関への通院や在宅福祉サービス（通所介護・短期入所生活介護など）の通所

のためのタクシー券を交付し、外出を支援します。 

 

■通院等支援サービス事業【要介護１～２】 交付枚数：住居地により、24 枚、30 枚、36 枚のいずれかを交付 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

交付実人数（人） 126  136 163 165 168 170 

利用延回数（回） 700  824 1,015 1,025 1,045 1,060 

 

 

■通院等支援サービス事業【要介護３～５】 交付枚数：住居地により、48 枚、54 枚、60 枚のいずれかを交付 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

交付実人数（人） 168  157 160 160 160 165 

利用延回数（回） 1,047  898 1,000 1,000 1,000 1,005 
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（３）老人医療費助成事業 

65 歳から 69 歳までのひとり暮らしや寝たきり状態にある低所得の方に対し、医療費の自

己負担額の一部を助成します。 

 

■老人医療費助成事業 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

年度末受給者数（人） 15  11 9 10 10 10 

支給金額（円） 421,931  401,325 365,000 380,000 380,000 380,000 

 

（４）介護手当の支給 

在宅介護の経済的・身体的・精神的な負担を軽減するため、要介護３以上の高齢者を在宅介

護している方に対し、介護手当を支給します。 

 

■介護手当の支給 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

手当受給者数（人） 321  340 350 350 350 355 

支給月数（月） 2,475  2,423 2,440 2,440 2,440 2,470 

 

（５）介護用品給付事業 

住民税非課税世帯に属する、要介護３以上の高齢者を在宅介護している方に対し、介護衛生

用品を購入するための給付券を交付します。 

 

■介護用品支給事業 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

交付実人員（人） 64 63 64 64 64 65 

 

（６）その他のサービス 

①火災警報器の給付 

おおむね 65 歳以上の低所得のひとり暮らし高齢者などの世帯に、火災警報器を給付しま

す。 

 

②福祉電話の設置 

電話設備のないおおむね 65 歳以上の低所得のひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯  

などに、安否確認や各種の相談を行うため、固定電話回線の設置及び使用にかかる費用の一

部を助成します。 

 



 

71 

③生活管理指導短期宿泊サービス事業 

要介護認定を受けていない高齢者で基本的生活習慣に支援や指導が必要な方に対し、一時

的に養護する必要がある場合、短期間の施設入所（年２回まで・１回あたり７日以内）により、

日常生活に係る支援を行います。 

 

 

２ 住まいと生活の一体的な提供 

（１）施設福祉事業 

①養護老人ホーム 

１か所の養護老人ホームが設置されています。老人福祉法に規定する養護老人ホームは、

環境及び経済的な理由から在宅生活を送ることが困難な高齢者が入所する施設です。軽度要

介護状態になっても、介護保険法による外部サービス利用型特定施設のため、入所継続が可

能です。入所者の介護と自立した日常生活が営めるよう支援するとともに、養護老人ホーム

の効率的な運営を推進します。 

 

■養護老人ホーム 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

定員数（人） 50 50 50 50 50 50 

年度末入所者数（人） 40 39 39 40 41 42 

 

②地域密着型介護老人福祉施設（小規模特別養護老人ホーム） 

５か所の地域密着型介護老人福祉施設が設置されています。地域密着型介護老人福祉施設

（入所定員 29 人以下）は、市内に住所を有する方の介護施設として、入所する要介護者に

対し、入浴、排泄、食事などの介護や日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の

世話を行います。 

 

■地域密着型介護老人福祉施設（小規模特別養護老人ホーム） 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

定員数（人） 145 145 145 145 145 145 
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③ケアハウス（軽費老人ホーム） 

２か所のケアハウス（軽費老人ホーム）が設置されています。1 か所は外部の介護サービス

を利用する施設であり、もう１か所は、地域密着型介護専用型特定施設として要介護者に対

し、入浴、排泄、食事などの介護、その他の日常生活上の世話、機能訓練、療養上の世話を行

います。 

 

■ケアハウス（軽費老人ホーム） 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

定員数（人） 59 59 59 59 59 59 

 

④サービス付き高齢者向け住宅 

１か所のサービス付き高齢者向け住宅が設置されています。混合型特定施設として入居者

に対し、安否確認、生活相談、入浴、排泄、食事などの介護やその他の日常生活上の世話を

行います。 

 

■サービス付き高齢者向け住宅 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

定員数（人） 50 50 50 50 50 50 

 

⑤介護付き有料老人ホーム 

令和６年度に１か所の介護付き有料老人ホームが開設されます。入居者に対し、入浴、排

泄、食事などの介護、その他の日常生活上の世話、機能訓練を行います。 

 

■介護付き有料老人ホーム 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

定員数（人） 0 0 0 30 30 30 
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（２）高齢者住宅整備費補助金 

要支援、要介護状態にある高齢者の身体状況に合った改修を行うことで、在宅での暮らしを

長く続けることができるよう、住宅の改修費用や階段昇降機、ホームエレベーターの設置費用

の一部を助成します。 

 

■高齢者住宅整備費補助金 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

交付件数（件） 2  4 5 5 5 5 

補助金交付額（円） 378,000 573,000 927,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 

 

（３）住宅改修支援事業 

住宅改修の効果的な活用を図るため、ケアマネジャーなどによる住宅改修に関する相談・情

報提供や、住宅改修費に対する助言を行うとともに、住宅改修費支給申請に係る理由書を作成

した場合の経費の助成を行います。 

 

■住宅改修支援事業 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

作成件数（件） 1 1 1 1 1 1 

 

３ 地域の見守り体制の強化 

（１）高齢者見守り相談サービス事業 

常時見守りが必要な 65歳以上のひとり暮らし世帯などに、心配事相談や火災警報、緊急時

の通報など 24 時間対応の見守り相談装置を貸与します（市民税非課税世帯は利用料無料、課

税世帯は自己負担あり）。電話回線を利用し、市の委託業者が緊急時の対応を行います。 

 

■高齢者見守り相談装置の設置 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

年度末設置台数（台） 106 109 113 116 120 122 

 非課税世帯 99 102 106 108 112 113 

 課税世帯 7 7 7 8 8 9 
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（２）地域との連携強化 

①民生委員・児童委員との連携 

民生委員・児童委員は高齢者の自立した生活を支えるため、ひとり暮らし高齢者などへの見

守り訪問を行っています。 

民生委員・児童委員活動を通じて把握された情報から、必要な保健・福祉・介護サービスが速

やかに提供されるよう、地域包括支援センターなどと連携を図りながら、次の支援を行います。 

 

○地域住民への保健・福祉情報の提供 

○助け合い、話し相手などの社会資源の紹介 

○高齢者現況調査の実施 

○避難行動要支援者情報の把握 

○緊急時の協力体制の確立 

 

②救急搬送時の連携 

民生委員・児童委員の協力により整備する高齢者台帳を用い、高齢者本人から緊急時の情報提

供の同意を得ることで、緊急搬送時に親族への連絡がスムーズに行えるよう連携を図ります。 

併せて、社会福祉協議会が実施する「救急医療情報キット※6」の活用を促進します。 

 

■緊急時の情報提供の同意 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

高齢者独居世帯など（世帯） 1,314  1,361 1,409 1,450 1,500 1,550 

情報提供同意者（人） 1,092  1,111 1,143 1,182 1,230 1,280 

情報提供同意者率（%） 83.1  81.6  81.1  81.5 82.0  82.6  

 

③地域ボランティアや町内会などとの連携 

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活していくため、郵便局などの民間団体やボランテ

ィアなどによる支援や協力が求められています。 

本市では、地域ボランティア活動の促進に向け、次の取り組みを推進します。 

 

○社会福祉協議会と連携した福祉会・ボランティア活動の育成支援 

○ボランティア活動の情報発信や啓発  

○郵便局や新聞配達業者などの民間団体との連携の強化 

○地域支え合い活動の推進 

 

 

 

 

 ※6 救急医療情報キット：救急時に備え、かかりつけ医などの医療情報や緊急連絡先の情報を入れる専用容器 
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第４節 地域包括ケアシステムの推進による地域共生社会の実現 

 

１ 地域包括ケアシステムの推進 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを、人生の最期まで続けることができるよう、

医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される仕組みである『地域包括ケアシス

テム』を着実に推進します。 

推進にあたっては、障がい福祉、児童福祉、生活困窮者支援など分野の枠や「支える」「支

えられる」といった関係性を超えた『地域共生社会』の実現に向け、多様なサービスと支援を

連動して提供します。 

 

参考資料：厚生労働省 

２ 地域包括支援センター機能の充実 

地域包括支援センターは、地域の高齢者の困りごとに関する総合相談支援業務、関係機関との

ネットワークづくりなどの業務を担っています。 

医療や介護を必要とする人がさらに増加することが見込まれ、地域における多職種の支援ネッ

トワークづくりや支援対象者のケアマネジメントの質の向上を担う中核としての活動が求められ

ています。そのため、法人に委託している地域包括支援センターの職員数を平成 29 年度に３人

から４人へ、令和元年度に５人へと体制を強化しています。専門性を生かした支援のコーディネ

ートとネットワークの強化により、複合化したニーズに対応するよう機能の充実を図ります。 

また、市民の身近な相談拠点となるよう、市民や関係機関などに広く周知するよう努めます。 

病気になったら・・・

医 療

病院

・急性期

・回復期

・慢性期

介護が必要になったら・・・

介 護

◆施設・居住系サービス:
・介護老人福祉施設

・介護老人保健施設

・認知症共同生活介護

・特定施設入所者生活介護 など

いつまでも元気に暮らすために・・・

生活支援・介護予防

老人クラブ・自治会・ボランティア・ＮＰＯなど

日常の医療:

・かかりつけ医

・地域の連携病院

・歯科医院、薬局

・地域包括支援センター

・ケアマネジャー

相談業務やサービスの

コーディネートを行います

◆在宅系サービス:
・訪問介護・訪問看護・通所介護

・小規模多機能型居宅介護

・短期入所生活介護

・24時間対応の訪問サービス

・看護小規模多機能型居宅介護 など

◆介護予防サービス

通所・入所通院・入院

・自宅

・サービス付き高齢者向け住宅など

住まい
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（１）介護予防ケアマネジメント事業 

介護予防事業の対象者が、要支援・要介護状態となることを予防するため、心身の状況や環

境に応じて、対象者自らの選択に基づき、介護予防事業や社会資源を包括的かつ効率的に提供

します。 

介護予防ケアマネジメントの委託については「小千谷市におけるケアマネジメントの基本

方針」などに基づき、支援します。 

 

（２）総合相談支援事業 

初期段階で高齢者及び介護者の多種・多様な相談を受け止め、適切な機関・制度・サービス

につなぎ、継続的にフォローするとともにワンストップサービス拠点として機能するように

努めます。 

地域包括支援センターを市役所庁舎内に設置しているため、介護予防・介護保険担当部署に

限らず、障がい、生活困窮者支援、住宅に関する部署ともスムーズに連携が図れる利点を活か

し、複雑・複合化する相談に対し、各部署との連携を図り、対応します。 

 

■地域包括支援センターへの相談件数 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

相談実人数（人） 617  670 750 755 760 765 

相談延件数（件） 1,930  2,624 2,680 2,700 2,710 2,720 

 

①地域におけるネットワーク構築 

支援を必要とする高齢者に対し、幅広いニーズ把握により必要な支援につなげ、継続的な見

守りを行っていくために、地域におけるさまざまな関係者とネットワークの構築を図ります。 

 

②高齢者実態把握 

総合相談をきっかけに居宅訪問や、家族及び同居していない家族からの情報収集、さらに必

要に応じて民生委員・児童委員、近隣住民、郵便局、新聞販売店、商店、調剤薬局などとの連

携を図り、高齢者の心身の状況や家族の状況から様々なニーズを把握します。 

また、高齢者現況調査の未把握者への実態把握など、市が計画する調査を行います。 

 

（３）権利擁護事業 

認知症などにより判断能力が十分でない高齢者の権利擁護と高齢者虐待を防止するために

次の事業を実施します。 

 

①成年後見制度の活用 

財産や権利を守るため、成年後見制度の活用を支援します。 
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②高齢者虐待への対応 

「小千谷市高齢者虐待対応マニュアル」に基づき、虐待の早期発見・早期対応に努め、必

要に応じて高齢者の保護や養護者への支援を行います。 

 

③消費者被害の防止 

地域における消費者被害情報を把握し、被害を未然に防止するために専門機関と定期的な

情報交換やおぢや消費者被害防止ネットワーク会議に参加し、民生委員・児童委員、ケアマ

ネジャーなどに情報提供を行います。 

 

④権利擁護のための普及啓発 

高齢者の尊厳を大切にして、暮らしやすい地域づくりのため、権利擁護に関する講話を実

施するなど普及啓発を行います。 

 

（４）包括的・継続的ケアマネジメント支援 

高齢者の心身の状態や生活環境の変化に応じて、介護・医療・生活支援など多様な社会資源

を高齢者本人の自己決定に基づき、支援者がコーディネートし、高齢者のセルフケアの実践や

必要な支援を切れ目なく活用できるよう援助する基盤を整備していくことが包括的・継続的

ケアマネジメント支援です。 

 

①個別指導・相談 

ケアマネジメントの実践力を向上するために、ケアマネジャーなどの日常的業務の実施に

関し、個別指導、相談対応を行います。 

 

②支援困難事例への指導・助言 

ケアマネジャーなどが抱える支援困難事例について、具体的な支援方針を一緒に検討し、

指導・助言などを行います。また、ケアマネジャーなどからの依頼により困難事例検討会議

を開催し、自立支援に資するケアマネジメントに関する支援の調整を行います。 

 

③包括的・継続的なケア体制の構築 

在宅や施設での入退所、病院の入退院を通じ、地域における包括的・継続的なケアを実施

するため、介護・福祉・保健・医療などの関係機関との連携意識を醸成し、地域のケアマネ

ジャーなどとのケア体制の構築を支援します。また、ケアマネジャーなどが地域における生

活支援の仕組みや助け合い、健康づくりや交流促進のための居場所、ボランティア活動など

の地域における社会資源を活用できるように整えます。 

 

④ケアマネジャーのネットワークの充実 

市内で活動するケアマネジャーらが相互の情報交換などを行う介護支援専門員会議など

にて、合同で地域課題の解決などに取り組めるようにネットワークを充実します。 
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（５）地域包括ケア会議の充実 

地域ケア会議を通じて、医療・介護などの多職種が協働して知識や情報、地域課題を共有・

把握し、地域支援ネットワークの構築を推進するとともに、問題解決機能の向上を図ります。 

 
 

３ 地域での支え合いの推進と体制整備 

（１）生活支援コーディネーターの配置と生活支援協議体の設置 

地域に不足している生活支援を作り出し、担い手となる人の養成などを行うため、生活支援

コーディネーターを配置します。全市的な取組を推進するための第１層コーディネーターと、

中学校区単位に第２層コーディネーターを配置・育成し、生活支援体制の充実を図ります。 

町内会や民生委員・児童委員など多様な関係者と協働による地域づくりに取り組むため、生

活支援協議体を設置します。生活支援コーディネーターとともにニーズ把握や課題の共有、地

域支え合いの仕組みづくりの検討などを連携して行います。 

 

 

■生活支援コーディネーター・生活支援協議体の配置 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

第１層生活支援協議体 1  1 1 1 1 1 

第１層生活支援コーディネーター（人） 1 1  1 1 1 1 

第２層生活支援協議体 6  5 5 5 5 6 

第２層生活支援コーディネーター（人） 9  10 10 10 10 10 

 
 

（２）地域で支え合う支援体制 
 

①配食サービス 

社会福祉協議会において、在宅のひとり暮らし高齢者などに対し、地域ボランティアの支援

による配食サービスを実施するほか、民間事業者などの配食サービスにより食事の提供と見

守りを行います。 

 

②生活支援サポーター事業「あちこたネットおぢや」 

社会福祉協議会が実施する「あちこたネットおぢや」では、地域住民の力を借り、高齢者

などの掃除やゴミ出し、雪かきなど生活の困りごとをサポーターが支援します。 

 

■地域ケア会議の開催 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

開催回数（回） 5 6 6 6 6 6 
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■生活支援サポーター事業「あちこたネットおぢや」 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

サポーター登録者数（人） 79 79 83 83 86 88 

利用延件数（件） 859 853 900 950 1,000 1,000 

 

③地域における支え合い活動 

町内会や福祉会など地域住民による支え合いの組織や仕組みにより、高齢者などのゴミ出

しや買い物支援、見守りなど支え合い活動を推進します。 

 

■地域における支え合い組織 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

支え合い組織数（団体） 15 19 19 20 20 21 

 

４ 在宅医療と介護の一体的な連携の推進 

（１）在宅医療・介護連携推進事業 

医療と介護の両方が必要となっても、高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続け

ることができるよう、在宅医療と介護を一体的に提供するために、医療機関と介護サービス事

業者など関係者の連携を推進します。 

 

（２）在宅医療介護連携協議会 

市内の医療及び介護の関係団体の多職種の代表者による協議会を年２回開催し、在宅医療・

介護の現状分析と課題の抽出、解決策の検討などを行います。 

「医療や介護が必要になっても、小千谷で自分らしい暮らしを続ける」ことを目指す地域像

として、①入退院支援、②日常の療養支援、③急変時の対応、④看取り支援について多職種連

携を深めます。また、認知症の対応力の強化と災害時や感染症の対応を加え、地域包括ケアシ

ステムの活性化を図り、協力体制の整備や住民意識の向上に努めます。 

なお、これらの取組については、在宅医療・介護連携支援センターや在宅歯科医療連携室な

ど、協議会委員で構成する在宅医療介護実務者会議を定期的に開催し、企画・評価します。 

 

（３）多職種連携の推進 

医療及び介護関係者に対して研修会を開催します。グループワークなど参加型の手法を取

り入れ、在宅医療介護の人材育成や顔の見える関係づくりを行うことで、連携体制の強化を図

ります。 

「おぢや入退院支援連携ガイド」、嚥下調整食分類に関する「小千谷地域食支援連携ツール」、

ACP を含む看取り支援に関する「わたしの想い生き方ノート」などの活用や、医療・介護関

係者間の情報共有ツールなどの整備を推進します。 
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■多職種連携研修会   

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

開催回数（回） 1 1 1 1 1 1 

参加人数（人） 64  75 61 80 80 80 

 

（４）市民への啓発 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、在宅医療・介護に

関する講演会の開催などにより、市民への意識啓発を図ります。 

 

■市民への啓発講演会  「※」：新型コロナウイルス感染症影響有 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

開催回数（回） ※中止 ※中止 1 1 1 1 

参加人数（人） ※中止 ※中止 100 100 100 100 

 

（５）在宅医療・介護連携相談支援 

在宅医療・介護連携支援センターの相談支援機能を有効活用するため、小千谷総合病院に地

域の在宅医療、介護、生活支援の連携を支援する相談業務を委託しています。 

在宅医療と介護の連携を支援する拠点として、医療・介護関係者、地域包括支援センターな

どからの在宅医療・介護サービスに関する相談を受け付け、連携調整や情報提供を行います。

例えば、要介護者のレスパイト入院※7や、認知症患者の短期入所先などの相談に対応します。 

 

５ 高齢者虐待防止対策の推進 

高齢者虐待防止に向けた体制整備の強化として、小千谷市高齢者虐待対応マニュアルを活

用した関係者とのネットワークを推進するために、高齢者虐待防止対策推進会議を年１回開

催し、虐待防止に関連する周知、関係者間の連携により問題解決機能の向上を図ります。 

また、虐待対応ケア会議などを通じて、養護者などや養介護施設従事者による高齢者虐待へ

の対応を強化し、防止対策を推進します。 

 

 

 

 

  

※7 レスパイト入院：介護者の病気や入院、冠婚葬祭、旅行などの事情により、一時的に在宅介護が困難となる場合に期

間を設けた入院の受け入れを行い、介護者の負担軽減を図る仕組み 
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第５節 介護サービスの充実 

１ 介護サービス基盤の現状 

小千谷市介護保険サービス種類別事業所数の推移（各年度末） 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度（見込値） 

事業所数 

（か所） 

定員 

(人) 

事業所数 

（か所） 

定員 

(人) 

事業所数 

（か所） 

定員 

(人) 

居宅介護支援 9 - 9 - 9 - 

介護予防支援 1 - 1 - 1 - 

居宅サービス 36 385 34 385 35 391 

 訪問介護 9 - 7 - 6 - 

訪問入浴 0 - 0 - 0 - 

訪問看護 1 - 1 - 1 - 

訪問リハビリ 1 - 1 - 1 - 

通所介護 6 177 6 177 6 177 

通所リハビリ 1 20 1 20 1 20 

短期入所生活介護 8 88 8 88 8 94 

短期入所療養介護 1 - 1 - 1 - 

特定施設入居者生活介護 2 100 2 100 2 100 

福祉用具販売 4 - 4 - 5 - 

福祉用具貸与 3 - 3 - 4 - 

地域密着型サービス 19 347 19 347 19 347 

 定期巡回・随時対応型訪問介護 0 - 0 - 0 - 

夜間対応型訪問介護 0 - 0 - 0 - 

認知症対応型通所介護 3 25 3 25 3 25 

小規模多機能型居宅介護 2 48 2 48 2 48 

地域密着型通所介護 6 64 6 64 6 64 

認知症対応型共同生活介護 2 36 2 36 2 36 

地域密着型介護老人福祉施設 5 145 5 145 5 145 

地域密着型特定施設入居者生活介護 1 29 1 29 1 29 

施設サービス 4 337 4 337 4 337 

 介護老人福祉施設 3 237 3 237 3 237 

介護老人保健施設 1 100 1 100 1 100 

介護療養型医療施設 0 0 0 0 0 0 

介護医療院 0 0 0 0 0 0 

合 計 69 1,069 67 1,069 68 1,075 

※介護予防サービスを含む（訪問介護、訪問入浴、訪問看護、訪問リハビリ、通所リハビリ、短期入所生活介護、短期入所療養

介護、福祉用具販売、福祉用具貸与、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護） 
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２ 介護サービス基盤の確保 

本市の第 1号被保険者（65 歳以上）の要介護認定率は令和５年 10月１日現在 16.5%です

が、介護のリスクの高い 75 歳以上の後期高齢者の増加により、今後も要介護認定者の増加が

見込まれます。しかし、後期高齢者人口は令和 13 年以降、減少に転じると見込まれることか

ら、長期的視点に立った施設整備を進めるとともに、特に訪問介護などの在宅生活継続に必要な

サービスの低下を招かないよう、必要なサービスの確保に努めます。 

 

（１）居宅サービス 

〇居宅サービスの拡充を図るため、新たに下記のサービス量を確保します。 

ア）短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 

令和６年度に 1 事業所３人分のサービス量増 

イ）特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 

令和６年度に短期入所生活介護施設から介護付き有料老人ホームに転換することに

伴い、そこで提供される 30 人分のサービス量 

ウ）短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 

令和６年度に介護老人保健施設が介護老人福祉施設に転換することに伴い、空床型短

期入所生活介護が開設 

エ）通所介護 

令和６年度に介護老人保健施設が介護老人福祉施設に転換することに伴い、そこで 

提供される 20 人分のサービス量 

オ）訪問看護・介護予防訪問看護 

令和６年度に 1 事業所が開設 

 

〇事業所転換又は縮小のため、下記のサービスは減少します。 

ア）短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 

令和６年度に短期入所生活介護施設から介護付き有料老人ホームに転換することに

伴い、そこで提供される 30 人分のサービス量（令和５年度末廃止 定員 30 人） 

イ）通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション 

令和６年度に介護老人保健施設が介護老人福祉施設に転換することに伴い、そこで 

提供される 20 人分のサービス量（令和５年度末廃止 定員 20 人） 

  ウ）通所介護 

令和５年度末縮小 １事業所５人分のサービス量 

 

（２）地域密着型サービス 

〇在宅生活の継続のため、下記のサービス量を新たに確保します。 

ア）地域密着型通所介護 

令和７年度に 1 事業所 10 人分のサービス量 
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〇事業所の廃止のため、下記のサービスは減少します。 

  ア）認知症対応型通所介護（共用型） 

     令和５年度末廃止 １事業所３人分のサービス量 

 

（３）施設サービス 

〇施設サービスの拡充を図るため、新たに下記の整備を行います。 

ア）介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

令和６年度に介護老人保健施設１事業所が介護老人福祉施設に転換することに伴い、

76 人分の整備 

イ）介護医療院 

令和６年度に 80 人分の整備 

 

〇事業所転換のため、下記のサービスは減少します。 

ア）介護老人保健施設 

令和６年度に介護老人保健施設１事業所が介護老人福祉施設に転換することに伴い、

100 人分の減となります。（令和５年度末廃止 100 人分） 

 

■第 9 期計画期間中の基盤整備計画 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業所数 

（か所） 

定員 

(人) 

事業所数 

（か所） 

定員 

(人) 

事業所数 

（か所） 

定員 

(人) 

居宅サービス 4 53 - - - - 

 

訪問看護 1 - - - - - 

通所介護 
1 

 

20 

(5) 
- - - - 

通所リハビリ （1） （20） - - - - 

短期入所生活介護 
1 

（1） 

3 

（30） 
- - - - 

短期入所療養介護 （1） - - - - - 

特定施設入居者生活介護 1 30 - - - - 

地域密着型サービス - - 1 10 - - 

 
認知症対応型通所介護 (1) (3) - - - - 

地域密着型通所介護 - - 1 10 - - 

施設サービス 2 156 - - - - 

 

介護老人福祉施設 1 76 - - - - 

介護老人保健施設 （1） （100） - - - - 

介護医療院 1 80 - - - - 

合 計 6 209 1 10 - - 

※（ ）内は、令和５年度末で廃止となるサービスです。 
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■基盤整備後の見込み（各年度末） 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業所数 

（か所） 

定員 

(人) 

事業所数 

（か所） 

定員 

(人) 

事業所数 

（か所） 

定員 

(人) 

居宅介護支援 9 - 9 - 9 - 

介護予防支援 1 - 1 - 1 - 

居宅サービス 36 389 36 389 36 389 

 

訪問介護 6 - 6 - 6 - 

訪問入浴 0 - 0 - 0 - 

訪問看護 2 - 2 - 2 - 

訪問リハビリ 1 - 1 - 1 - 

通所介護 7 192 7 192 7 192 

通所リハビリ 0 - 0 - 0 - 

短期入所生活介護 8 67 8 67 8 67 

短期入所療養介護 0 - 0 - 0 - 

特定施設入居者生活介護 3 130 3 130 3 130 

福祉用具販売 5 - 5 - 5 - 

福祉用具貸与 4 - 4 - 4 - 

地域密着型サービス 18 344 19 354 19 354 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護 0 - 0 - 0 - 

夜間対応型訪問介護 0 - 0 - 0 - 

認知症対応型通所介護 2 22 2 22 2 22 

小規模多機能型居宅介護 2 48 2 48 2 48 

地域密着型通所介護 6 64 7 74 7 74 

認知症対応型共同生活介護 2 36 2 36 2 36 

地域密着型介護老人福祉施設 5 145 5 145 5 145 

地域密着型特定施設入居者生活介護 1 29 1 29 1 29 

施設サービス 5 393 5 393 5 393 

 

介護老人福祉施設 4 313 4 313 4 313 

介護老人保健施設 0 - 0 - 0 - 

介護医療院 1 80 1 80 1 80 

合 計 69 1,126 70 1,136 70 1,136 

※介護予防サービスを含む（訪問介護、訪問入浴、訪問看護、訪問リハビリ、通所リハビリ、短期入所生活介護、短期入所療養

介護、福祉用具販売、福祉用具貸与、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護） 
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３ 介護サービスの質の向上及び適正な量の提供 

（１）介護サービス事業所の質の向上 

①認知症高齢者グループホームなどのサービス評価の促進 

認知症高齢者グループホームは、毎年、都道府県が指定する外部評価機関による評価を受

け、その結果を公表することになっています。事業者のサービスの質を向上させるため、外

部評価の受審を徹底します。 

 

②介護サービス事業所に対する指導・監査の強化 

介護サービス事業所に対し、集団指導講習会などを通じて法令などの周知や運営に関す

る指導・助言を行い、介護サービスの質の向上を図ります。 

また、定期的に介護サービス事業所などの運営状況の確認を行えるよう、計画的な実地指

導を実施するとともに、不適切な事業者には監査を実施し、サービスの質の確保を図りま

す。 

 

（２）介護給付費適正化の推進【介護給付費適正化事業】 

介護給付適正化事業は、介護給付を必要とする受給者を適切に認定した上で、受給者が真

に必要とするサービスを、事業者がルールに従って適切に提供するよう促すことを目的と

しています。 

本市が介護給付の適正化を図ることは、利用者に対する適切な介護サービスが確保され

るとともに、不適切な給付が削減され、介護保険制度への信頼感を高めることに繋がりま

す。 

また、介護給付適正化の取組を通じて介護給付費の増大や介護保険料の上昇が緩和・抑制

されることにより、持続可能な介護保険制度に努めます。 

具体的な取組として、適正化主要 3事業に取り組み、適切な点検・指導を行います。 

 

■介護給付費適正化事業 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

要介護認定の適正化（件） 1,540 1,765 1,750 審査判定件数全件 

ケアプランの点検（件） 70 50 80 140 140 140 

住宅改修等の点検（件） 17 7 10 15 15 15 

縦覧点検・医療情報との突合（件） 2,056 2,014 2,000 2,000 2,000 2,000 

   ※ケアプランの点検・住宅改修等の点検は、令和６年度から１事業に統合されます。 
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４ 低所得者などへの対応 

（１）特定入所者介護サービス費の支給 

保険給付外である居住費・食費が、低所得者に過重な負担とならないよう、所得に応じた利

用者負担限度額を設け、その限度額を超える差額を特定入所者介護サービス費として補足給

付します。 

 

（２）高額介護サービス費の支給 

世帯が１か月に受けた介護サービスの利用者負担の合計額が、所得に応じた上限額を超え

た場合、その分を高額介護サービス費として支給します。 

 

（３）高額医療合算介護サービス費の支給 

世帯内において、各医療保険及び介護保険における年間（８月１日～翌年７月 31 日）の自

己負担の合算額が著しく高額になる場合、一定の上限額を超えた分を高額医療合算介護サー

ビス費として支給します。 

 

（４）低所得者に対する利用者負担金の軽減措置事業 

社会福祉法人が実施する介護保険サービス（訪問介護、通所介護、短期入所、特養入所など）

の自己負担額を、低所得者に対して軽減するための助成を実施します。 

低所得者に対する経済的な負担の軽減を目的としており、今後も事業を継続します。 

 

■低所得者に対する利用者負担金の軽減措置事業 

年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

対象法人数（法人） 7 7 7 7 7 7 

助成額（円） 1,058,154 1,300,711 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 
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第６節 介護人材の確保と介護現場の生産性の向上の推進 

 

１ 介護サービス事業所と連携した取組の実施 

（１）介護職の魅力発信に向けた取組 

①介護人材の確保・育成に向けて、情報共有の対策検討を市内介護サービス事業所とともに

行い、効果的な事業を展開します。 

 

②健康・福祉に関するイベントなどを通じて、若年層をはじめ幅広い世代に対し、介護の仕

事を身近に感じてもらう取組を、介護サービス事業所と連携・協力して行います。 

 

（２）定着と促進に向けた事業 

介護人材の確保や定着、資質の向上のため、介護サービスを提供する上で必要な資格取得

のための費用を補助します。 

 

■介護人材確保・定着支援事業補助金                          

 年度 
区分 

実績値（令和５は見込値） 計画値 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

法人向け 
(件) 0 0 0 1 1 1 

(円) 0 0 0 15,000 15,000 15,000 

個人向け 
(件) 3 1 3 3 3 3 

(円) 105,600 13,000 39,000 50,000 50,000 50,000 

 

（３）キャリア教育の実施 

①学校訪問事業を活用し、生徒・学生・保護者に対して介護の仕事を知ることができる機会

を提供します。 

 

②「おぢやしごと未来塾」などのイベントや職場体験活動を通じて、生徒・学生に、介護の

仕事のやりがいや魅力を知ってもらう取組を行い、将来の職業選択へつなげます。 

 

２ 県と連携し、外国人を含めた介護人材確保に向けた取組 

人材確保に向けた取組を県と連携して実施するとともに、介護サービス事業所の職員が受

けるべき研修などの周知・支援を行います。 

また、新潟県が委託している新潟県福祉人材センターを積極的に活用し、多様な人材の参入

促進、潜在的有資格者の復職・再就職、外国人人材の確保に関連する情報を提供します。 
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３ 介護現場の生産性の向上 

介護サービス事業所の指定申請や介護報酬の請求など、「電子申請・届出システム」の利用

を原則化し、事業所の事務負担を軽減します。 

また、介護サービス事業所における業務効率化、課題に応じた介護ロボットや ICT の活用、

その他の生産性の向上に資する取組の周知・支援を行います。 
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第７節 災害や感染症対策に対応した連携の推進 

 

１ 介護サービス事業所などとの連携の推進 

（１）関係機関との連携及び必要な物資の整備 

介護サービス事業所と連携し、防災や感染症拡大防止策の周知啓発、研修及び訓練を行

います。 

また、介護サービス事業所における、必要な物資の備蓄・調達・輸送体制の整備に係る

支援を引き続き実施します。 

 

（２）支援・応援などの連携の推進 

災害・感染症発生時に備えた平時からの事前準備、代替サービスの確保に向けた連携を

推進します。 

また、県や保健所、協力医療機関などと連携し、必要な情報等の提供について引き続き

支援します。 

 

（３）業務継続計画の整備 

介護サービス事業所などが災害・感染症発生時においても、サービスを継続的に提供で

きる体制を構築しているかを定期的に確認し、必要な助言及び適切な援助を支援します。 

 

２ 災害や感染症に対する備えの周知及び啓発 

（１）避難行動要支援者情報の収集と制度の周知 

災害時において特別な配慮が必要な高齢者などについては、小千谷市避難行動要支援者

避難支援制度により所在などの実態把握に努め、近隣住民をはじめ、自主防災組織、町内会、

関係機関などと相互協力体制により安全確保に努めます。災害時は、小千谷市地域防災計画

に基づき、市民、事業所、県及び関係機関と連携し、平時においては民生委員・児童委員や

ケアマネジャーなど高齢者を支える関係者とともに制度の周知を図ります。 

 

（２）災害や感染症に対する備えの啓発 

災害の発生や感染症の流行下における市民の対応力が高まるよう、平時からさまざまな

機会を通じて、避難行動のあり方や非常持ち出し物品などの情報提供を行います。特に高齢

者においては、薬やお薬手帳などの携帯を促します。 

関係者と連携し、災害時に発生しやすい健康被害として、深部静脈血栓症（エコノミーク

ラス症候群）、感染症、食中毒、生活不活発病、認知症、ストレスとメンタルヘルスなどへ

の予防や対応について、啓発していきます。 

また、感染症の流行に備えて、各種予防接種の接種勧奨を行います。 
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